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推進項目 取組 主管課 取組内容 ページ

1-1
・ジェネリック医薬品の利用
促進

保険年金課

・広報誌・ホームページへの掲載、ポスターの掲示、出前によるパンフレットの配布など広報啓発活動を充
実させる。
・ジェネリック医薬品希望カード付き保険証ケースの配布やジェネリック医薬品差額通知事業を実施し、医
療費の軽減を図る。

1

1-2
・事務事業（補助金・委託料
等）の見直し

企画財政課
・事務事業に係る補助金、委託料等について、予算編成時の事業精査、補助要綱の整備、サンセット方式
による適正化を進める。

2

1-3 ・経常経費の削減 総務課
・節電による電気料金の削減や通信回線の光回線化、情報・電話系統の回線の一体化による通信費用
の削減など経常経費の削減を図る。

3

1-4 ・収納一元化の実施 収納課
・４税（市県民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税）２料（介護保険料、後期高齢者保険料）と
公的使用料（保育料・下水道受益者負担金・公営住宅使用料等）の収納業務を一元化する。

4

2-1
・市有財産（未利用）の売
却、貸し付け

管財課
・市有財産（不動産）のうち土地等について、売却又は貸し付けに必要な条件整備を図る。
・土地等の売却による歳入の確保を図る。

5

2-2
・自動販売機設置場所の貸
付けの入札実施

企画財政課、
管財課

・市有財産の有効活用と自主財源の確保を目的に、市の施設において自動販売機の設置場所の貸付け
を行う。

6

3-1
・定員適正化計画の着実な
実施

総務課 ・定員適正化計画に基づき計画的な職員の定員管理を行い、その結果について市民に公表する。 7

3-2
・幼稚園、保育園の適正配
置（幼保一体化）、民営化の
推進

子育て支援課

・園児数が減少している状況や望ましい集団活動の視点、政府の幼保一体化の方向を取り入れながら、
幼稚園・保育園の適正配置や幼保一体化を進め、幼児教育・保育の質の向上に取り組む。
・多様な保育サービスにきめ細かく対応し、さらに保育事業を拡大していくために、民間活力の導入や公
立保育園の民営化を進めていく。

8

Ｎｏ．４
適正な受益者負
担の検証

企画財政課、
管財課

・受益者負担の適正化を図るため、サービスの提供に必要な原価計算やコストの負担割合の検証を行う。 9

5-1 ・新庁舎の建設、移転
管財課、
企画財政課

・新庁舎建設事業の円滑な推進により庁舎の一本化による重複経費等の削減を図る。
・現３庁舎の有効活用を検討する。

10

5-2
・公共施設の統廃合、機能
の見直し等の検討

企画財政課
・市の施設全般についてコストをかけずに合理的な運営・維持管理していくために取り組むべき課題の整
理と解決を図るため、統廃合や機能の見直しについて部門横断的な検討を行う。

11

6-1

・顧客起点の行政サービス
の徹底
（新庁舎での総合窓口、ワ
ンストップサービス等）

総務課
・新庁舎建設に伴い、窓口相談を各種証明書の発行業務を行う窓口と、時間を必要とする各種届出業務
や相談業務を行う窓口の２種類に整理したうえで総合窓口として集約し、フロアーマネージャーによる庁舎
の案内、窓口への誘導、書類の記入支援を行う。

12

6-2 ・コンビニ収納の実現 収納課

・市税４税（市県民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税）及び２料（介護保険料、後期高齢者
保険料）のコンビニ収納実現に向け、24年度は納期が年１回の軽自動車税から実施し、コンビニ利用率等
の費用対効果を検証する。
・25年度は他の３税２料の導入を進める。

13

6-3
・住民票等の交付取扱い郵
便局の拡大

市民課
・新庁舎完成後の地理的要件などを考えながら、住民票の写しなどの諸証明を取得できる郵便局の取扱
い局の拡大を図る。

14

7-1
・公共施設におけるＥＳＣＯ
事業の導入

生活環境課

・公共施設の省エネルギー化による経費の削減を図る。
（※ＥＳＣＯ事業では、契約事業者が公共施設の省エネ改修に係る総合的な管理運営を行い、改修に要す
る経費はすべてその改修による一定期間の経費削減分で償還され、市は初期投資なしで省エネ化を図る
ことができる。）

15

7-2
・指定管理者制度の導入、
業務の民営化等の検討

企画財政課、
学校教育課

・公の施設の管理形態を見直し、指定管理者制度が有効な施設について、可能な施設から積極的に制度
を活用する。
・委託化、民営化が可能な業務について洗い出しを行い、実施に向けて検討を進める。

16

8-1
・業務改善の提案、実践の
促進

企画財政課
・行政改革につながるテーマをあらかじめ設定し、各部・局ごとの改善提案、実践を促し全庁的に紹介す
る。

17

8-2 ・職員研修の実施 総務課
・職場研修や研修所研修への派遣、講師を招いての研修会、民間企業派遣研修などを通じて職員のスキ
ルの向上を図る。

18

8-3
・人材育成に主眼を置いた
人事評価の実施

総務課
・人材育成を目的に、職場研修（ＯＪＴ）や面談の手法を取り入れた人事評価制度を実施することにより職
員の育成を行う。

19

Ｎｏ．９
透明性の高い行
政運営

企画財政課
・部、局長が当該年度に重点的に取り組む施策について目標を設定し、公表する。
・予算編成において、事業実績効果及び担当課検証意見等を取り入れた「当初予算事業シート」により行
政評価の手法を活用した当初予算要求及び査定を実施する。

20

Ｎｏ．10

他の自治体との
連携による相互
成長・発展

企画財政課
・各自治体の農産物、特産品を通じた交流や防災に関する連携をはじめとした各行政部門の連携体制を
構築し、相互の成長・発展を目指す。

21

燕市行政改革大綱後期実施計画内容と主管課一覧

実施項目

Ｎｏ．２ 自主財源の確保

Ｎｏ．３
定員適正化の確
実な推進

・県内外の自治体との連携

Ｎｏ．１ 行政コストの削減

財
政
の
健
全
化
に
向
け
て

Ｎｏ．５
公共施設・市有
財産の有効活用

・公共施設使用料等の検証

・各部局の取組目標の設定、公表

組
織
風
土
の
改
革
に
向
け
て

Ｎｏ．８

職員の意識改革
と政策集団への
変革

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に
向
け
て

Ｎｏ．䋶

窓口手⛯き等に
関する利便性の
向上

Ｎｏ．䋷
民間活力の積極
的な導入



後期実施計画の実施項目進捗管理票

取組の目的(ねらい）・必要性
・高齢化の進展や医療技術の高度化などを背景に、医療費は年々増加
しており、国保事業は大変厳しい財政状況にあることを踏まえ、健全
な事業運営に努める。

１１１１．「．「．「．「財政財政財政財政のののの健全化健全化健全化健全化」」」」にににに向向向向けてけてけてけて

主管課 保険年金課

№ 実施項目 取組内容

1-11-11-11-1 行政行政行政行政コストのコストのコストのコストの削減削減削減削減 ジェネリック医薬品の利用促進

取組内容の概要

・広報誌・ホームページへの掲載、ポスターの掲示、出前によるパン
フレットの配布など広報啓発活動を充実させる。
・ジェネリック医薬品希望カード付き保険証ケースの配布やジェネ
リック医薬品差額通知事業を実施し、医療費の軽減を図る。

年次計画（達成目標）

取組項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

ジェネリック医薬品希望カード付
き保険証ケースの配布

広報啓発活動の充実（広報誌・
ホームページへの掲載、ポスターの掲
示・パンフレット配布〔老人会、婦人会等

への会合に出向いての啓発〕）

ジェネリック医薬品差額通知事

破損・紛失は随時配布

継続して実施

希望カード付き保険証

ケースの全戸配布

継続して実施重点的に実施

ジェネリック医薬品差額通知事
業の実施

2

・平成24年度は4回（5/23.7/27.9/26.11/26）実施予定。実施後、ジェネリック
医薬品への切替え状況や費用対効果について分析を行い、医療費の軽減に努め
る。2

ジェネリック医薬品差
額通知事業について
は検証を行い、内容
の見直し等検討

実施により得られる
他の効果

・国民健康保険事業について市民の理解が深まり、窓口負担の軽減が図られる。

　財政的効果
見込み額（百万円） 7 5 3

平
成
2
4
年
度
実
施
状
況

活動内容
実施計画
実施状況

1
ジェネリック医薬品の
啓発と利用促進に取
組む

・今年度は、ジェネリック医薬品希望カード付き保険証ケースの配布(7月下
旬）と市民団体の会合に出向いての啓発活動（目標25件）を積極的に行う。さ
らにパンフレット配布についても継続実施する。

継続して実施

11



後期実施計画の実施項目進捗管理票

実施により得られる
他の効果

・補助金の目的などが明確化され透明性が向上することで、受給者側の意識にも変化が生まれ、無駄
のない補助金・委託料の受給が図られる。

活動内容
実施計画

予算編成時の事業精査及びサ
ンセット方式を活用した見直し

　財政的効果
見込み額（百万円） 5 5 5 5

平成20年の補助金等検討委員
会提言に基づく５％削減

補助金・委託料等の交付等基準
の検討、見直し

年次計画（達成目標）

取組項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

取組の目的(ねらい）・必要性
・行政の公益性や公平性の観点から有効性や課題点などを検討し、補
助金や委託料の本来の目的と効果を検証する。

１１１１．「．「．「．「財政財政財政財政のののの健全化健全化健全化健全化」」」」にににに向向向向けてけてけてけて

主管課 企画財政課

№ 実施項目 取組内容

1-21-21-21-2 行政行政行政行政コストのコストのコストのコストの削減削減削減削減 事務事業（補助金・委託料等）の見直し

取組内容の概要
・事務事業に係る補助金、委託料等について、予算編成時の事業精
査、補助要綱の整備、サンセット方式による適正化を進める。

Ｈ２1～Ｈ２５の５カ年

継続して検討、随時見直し 抜本的な見直し

平
成
2
4
年
度
実
施
状
況

活動内容
実施計画
実施状況

1
サンセット方式による
必要性の検証

・１～３年以内に原則廃止とするサンセット方式を導入した補助金について、モニタリ
ングを継続する。

2
補助率の検討、受給
団体の統合の検討

・補助金所管課との協議を継続し、予算編成時の事業精査等を通じ平成23年度に実施し
た検証内容のフォローアップを行う。

2



後期実施計画の実施項目進捗管理票

取組の目的(ねらい）・必要性
・日常業務で掛かっている光熱水費などの経費を見直すことで、財政
負担の軽減を図るとともに、職員の経費節減への意識付けを行う。

１１１１．「．「．「．「財政財政財政財政のののの健全化健全化健全化健全化」」」」にににに向向向向けてけてけてけて

主管課 総務課

№ 実施項目 取組内容

1-31-31-31-3 行政行政行政行政コストのコストのコストのコストの削減削減削減削減 経常経費の削減

取組内容の概要
・節電による電気料金の削減や通信回線の光回線化、情報・電話系統
の回線の一体化による通信費用の削減など経常経費の削減を図る。

年次計画（達成目標）

取組項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

電話回線等現況調査

経常経費の削減

ネットワーク変更工事の実施

1

実施により得られる
他の効果

・行政運営上の利便性向上と災害時に強いネットワークの構築。

　財政的効果
見込み額（百万円） 1 5 1

活動内容
実施計画
実施状況

学校関係21校

保育園等

学校関係を先行して実施

・学校の所在地、災害時優先電話の配備状況、電話回線の数・種別、毎月の使用料等の
現状把握を継続。

3
学校工事等との連携
模索

・学校工事に関する国の予算措置状況と新庁舎建設後のサーバー設置方法を勘案し、最
少経費でサーバーの移設を実施する。

2

小中学校等における
電話回線、電話設備
の利用方法、接続状
況の把握

平
成
2
4
年
度
実
施
状
況

活動内容
実施状況

1
セキュリティ問題の検
討

・現状と同程度以上のセキュリティレベルを確保しつつ、災害時に強いネットワークの
構築を図る。

3



後期実施計画の実施項目進捗管理票

1
　財政的効果

見込み額（百万円） 4 1 1

4税2料と公的使用料の収納及び
滞納整理業務の一元化の実施

徴収率向上の検証

年次計画（達成目標）

取組項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

取組の目的(ねらい）・必要性

・収納業務の一元化により、今迄は納付や納付相談の際に各課をま
わっていたが、窓口が一本化され総合的な納付（納税）相談が可能に
なる。
・複数の課で実施している滞納整理業務を解消し、４税２料と公的使
用料の滞納者を一元管理することにより、市全体の滞納整理業務の効
率を向上させ、滞納額の圧縮及び収入の確保を図る。

１１１１．「．「．「．「財政財政財政財政のののの健全化健全化健全化健全化」」」」にににに向向向向けてけてけてけて

主管課 収納課

№ 実施項目 取組内容

1-41-41-41-4 行政行政行政行政コストのコストのコストのコストの削減削減削減削減 収納一元化の実施

取組内容の概要
・４税（市県民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税）２料
（介護保険料、後期高齢者保険料）と公的使用料（保育料・下水道受
益者負担金・公営住宅使用料等）の収納業務を一元化する。

1

平
成
2
4
年
度
実
施
状
況

活動内容
実施計画
実施状況

1
4税2料と公的使用料
の納入窓口一本化

・納入の利便性を高め、窓口サービスの充実を図る。

2
滞納整理業務の集中
化

・4税2料と公的使用料の滞納整理業務の集中化によりコストを削減し、滞納金
の圧縮及び財源の確保を図る。

実施により得られる
他の効果

・重複していた滞納整理業務を解消し、徴収体制の強化により公的使用料の収納率の向上が図られ
る。

見込み額（百万円） 4 1 1

4



後期実施計画の実施項目進捗管理票

取組の目的(ねらい）・必要性
・市有財産(不動産）の売却による自主財源の確保及び貸し付けするこ
とで土地等を有効活用する。

１１１１．「．「．「．「財政財政財政財政のののの健全化健全化健全化健全化」」」」にににに向向向向けてけてけてけて

主管課 管財課

№ 実施項目 取組内容

2-12-12-12-1 自主財源自主財源自主財源自主財源のののの確保確保確保確保 市有財産（未利用）の売却、貸し付け

取組内容の概要
・市有財産（不動産）のうち土地等について、売却又は貸し付けに必
要な条件整備を図る。
・土地等の売却による歳入の確保を図る。

年次計画（達成目標）

取組項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

市有財産（未利用）の処理方針
の策定

市有財産（未利用）の売却・貸し
付け

30

実施により得られる
他の効果

・市有土地の草刈り等の管理費削減。
・個人に売却することで固定資産税等経常的な収入が得られる。

　財政的効果
見込み額（百万円） 160 63 40

平
成

活動内容
実施計画
実施状況

・広報誌及びホームページで周知して分譲、また、ヤフー株式会社が運営する「イン
ターネット公有財産売却入札システム」を利用した一般競争入札を行う。

・貸付け可能な市有財産について、賃貸借契約を締結して財産貸付収入を得る。

2
市有財産（未利用）の
貸し付け

成
2
4
年
度
実
施
状
況

1
市有財産（未利用）の
売却

ターネット公有財産売却入札システム」を利用した一般競争入札を行う。
・売却可能な土地の売却に必要な条件整備を図って売却を促進する。
・公の施設の見直し（廃止・統合・転用等）により未利用財産を売却する場合は、売却
方法等を充分に検討したうえ、売却する。
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後期実施計画の実施項目進捗管理票

平 活動内容
実施計画
実施状況

3

実施により得られる
他の効果

・公募により業者を決定することによる透明性・公平性の向上と参入業者の拡大が期待できる。

　財政的効果
見込み額（百万円） 1 3 3

入札の試行実施

市の自販機設置の実態を踏まえ
た入札実施施設の検討、実施

年次計画（達成目標）

取組項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

取組の目的(ねらい）・必要性
・一般競争入札を実施することにより、現状以上の歳入の確保を図
る。

１１１１．「．「．「．「財政財政財政財政のののの健全化健全化健全化健全化」」」」にににに向向向向けてけてけてけて

主管課 企画財政課・管財課

№ 実施項目 取組内容

2-22-22-22-2 自主財源自主財源自主財源自主財源のののの確保確保確保確保 自動販売機設置場所の貸付けの入札実施

取組内容の概要
・市有財産の有効活用と自主財源の確保を目的に、市の施設において
自動販売機の設置場所の貸付けを行う。

入札実施検討

成
2
4
年
度
実
施
状
況

実施状況

1
自動販売機設置事業
者の公募（試行）

・他の地方自治体の取り組み例を参考に、新たに設置する自動販売機を対象に設置事業
者の公募を試行し、効果を測る。

・設置事業者を公募する際の選定基準や選定方法、既存の自動販売機に係る公募実施の
妥当性等について課題の整理と自動販売機設置事業者の公募が可能な施設の精査。

2
試行実施を踏まえた
課題事項等の整理
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後期実施計画の実施項目進捗管理票

取組の目的(ねらい）・必要性
・定員適正化計画を着実に実施することにより、事業実施に必要とな
る定員を確保するとともに効率的で効果的な行政運営を図る。

１１１１．「．「．「．「財政財政財政財政のののの健全化健全化健全化健全化」」」」にににに向向向向けてけてけてけて

主管課 総務課

№ 実施項目 取組内容

3-13-13-13-1 定員適正化定員適正化定員適正化定員適正化のののの確実確実確実確実なななな推進推進推進推進 定員適正化計画の着実な実施

取組内容の概要
・定員適正化計画に基づき計画的な職員の定員管理を行い、その結果
について市民に公表する。

年次計画（達成目標）

取組項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

各年度4月1日の職員数
（対前年度比）

645人（△20人） 643人（△2人） 627人（△16人） 618人（△9人）

定員適正化計画の着実な実施
（平成23年4月1日職員数：665人）

69

実施により得られる
他の効果

・少ない人員でより効率的に業務を遂行するために、各職場において事務処理の効率化が検討され
る。

　財政的効果
見込み額（百万円） 154 15 123

平
成実

活動内容
実施計画
実施状況

H24～H28の５ヵ年の計画（５年間で５０人削減）

成
2
4
年
度

実
施
状
況

実施状況

1
定員適正化計画に基
づき、職員採用を行
う。

・定員適正化計画に基づき、退職者数を考慮し採用職種及び採用人数を定め採用試験を
実施する。
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後期実施計画の実施項目進捗管理票

燕南地区幼保一体化
（燕南幼稚園と南保育園を一体 園舎の増改築

25.4月
こども園開園

適正配置実施計画の推進 Ｈ23～29の７カ年

公立保育園の統合
（長所保育園と三方崎保育園の
統合）

24.4月
三方崎保育園へ統合

年次計画（達成目標）

取組項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

取組の目的(ねらい）・必要性

・少子化による園児数の減少と特に幼稚園の小規模化、耐震補強や老
朽化に対する施設整備、また、多様化する保護者サービスなどへの対
応が求められている現状を踏まえ、幼稚園・保育園の適正配置による
合理化と多様な保育サービスを提供できる施設整備による幼児教育・
保育の充実を図る。

１１１１．「．「．「．「財政財政財政財政のののの健全化健全化健全化健全化」」」」にににに向向向向けてけてけてけて

主管課 子育て支援課

№ 実施項目 取組内容

3-23-23-23-2 定員適正化定員適正化定員適正化定員適正化のののの確実確実確実確実なななな推進推進推進推進 幼稚園、保育園の適正配置（幼保一体化）、民営化の推進

取組内容の概要

・園児数が減少している状況や望ましい集団活動の視点、政府の幼保
一体化の方向を取り入れながら、幼稚園・保育園の適正配置や幼保一
体化を進め、幼児教育・保育の質の向上に取り組む。
・多様な保育サービスにきめ細かく対応し、さらに保育事業を拡大し
ていくために、民間活力の導入や公立保育園の民営化を進めていく。

・吉田小学校区内の２園を統合して新たに認可保育園を建設するため、吉田小学校前の用地を取
得して土地の造成工事を行う。設計業者はプロポーザル方式により選定を行い、基本設計・実施
設計を行う。

実施により得られる
他の効果

・要望の多い乳児保育の受入れ枠の拡大、地域子育て支援拠点事業を２カ所増設及び障がい児の療育
実施など多様な保護者ニーズの対応により、子育て環境が充実される。

平
成
2
4
年
度
実
施
状
況

活動内容
実施計画
実施状況

1

燕南地区幼保一体化
（燕南幼稚園と南保育
園を一体化してこども
園を設立）

・南保育園の園舎を増改築して、こども園の園舎として整備する。工事期間中、南保育園の園児
を燕保育園へ移動して保育を実施する。幼保一体化検討会でこども園の円滑な運営体制を確立す
る。

2

吉田南地区民営化
（吉田南・吉田八千代
保育園を統合して民
営化）

・法人による民営化保育園の建築に対する技術的・財政的な支援を行う。保護者・法人・市の三
者協議会を定期に開催して、引継ぎ保育や保育内容の調整を行い、円滑な開園準備を支援する。

3

吉田統合保育園の開
設
（吉田中央・吉田神田
保育園の統合）

吉田統合保育園の開設
（吉田中央・吉田神田保育園の
統合）

用地購入・造成・建築設
計

園舎建築工事

26.4月
統合保育園開園

　財政的効果
見込み額（百万円） 8 50 21 -

化してこども園を設立）

吉田南地区民営化
（吉田南・吉田八千代保育園を
統合して民営化）

法人による民営化
保育園の建築

25.4月
民営化保育園開園
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後期実施計画の実施項目進捗管理票

取組の目的(ねらい）・必要性
・行政サービスの提供における負担の公平性の確保を図るとともに、
受益者負担の原則に基づき、市の財政負担のあり方を検討する。

１１１１．「．「．「．「財政財政財政財政のののの健全化健全化健全化健全化」」」」にににに向向向向けてけてけてけて

主管課 企画財政課・管財課

№ 実施項目 取組内容

4444 適正適正適正適正なななな受益者負担受益者負担受益者負担受益者負担のののの検証検証検証検証 公共施設使用料等の検証

取組内容の概要
・受益者負担の適正化を図るため、サービスの提供に必要な原価計算
やコストの負担割合の検証を行う。

年次計画（達成目標）

取組項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

受益者負担の適正化の検証

施設台帳のシステム化及び基礎
資料の作成

-

実施により得られる
他の効果

・公共施設をマネジメントしていくための基本的な情報を整理することができ、市民の均等な施設利
用、利便性の高い施設利用につなげることができる。

　財政的効果
見込み額（百万円） - - -

平
成
2
4

活動内容
実施計画
実施状況

1
施設台帳の整備、電

・施設管理の基礎となる施設台帳について、合併前の３市町に分かれている紙ベースの
台帳の電子化を進め、汎用性の高い管理システムを完成させる。

・コスト計算に向け、各施設の維持管理費・使用料収入・利用状況など基礎資料の作成
と施設台帳を用いた検討を進める。

2

施設管理に掛かる経
費、使用料収入及び
施設の稼働率等の点
検

4
年
度
実
施
状
況

1
施設台帳の整備、電
子化（管財課）
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後期実施計画の実施項目進捗管理票

-

実施により得られる
他の効果

・庁舎跡地の有効活用による市民との協働の拠点化や売却による財源確保

　財政的効果
見込み額（百万円） - 48 -

新庁舎の建設、移転

現庁舎の有効活用

年次計画（達成目標）

取組項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

取組の目的(ねらい）・必要性
・現３庁舎の老朽化・耐震性等の問題と分庁舎方式による弊害を解消
し、市民サービスの向上と効率的な行政運営の実現を図る。

１１１１．「．「．「．「財政財政財政財政のののの健全化健全化健全化健全化」」」」にににに向向向向けてけてけてけて

主管課 管財課・企画財政課

№ 実施項目 取組内容

5-15-15-15-1
公共施設公共施設公共施設公共施設・・・・市有財産市有財産市有財産市有財産のののの有効活有効活有効活有効活
用用用用

新庁舎の建設、移転

取組内容の概要
・新庁舎建設事業の円滑な推進により庁舎の一本化による重複経費等
の削減を図る。
・現３庁舎の有効活用を検討する。

移転建設工事

検討・設計・入札実施等 取り壊し・用途変更等

平
成
2
4
年
度
実
施
状
況

活動内容
実施計画
実施状況

1
新庁舎建設事業の着
実な推進

・平成25年5月の移転開庁を目指し、円滑な事業推進を図る。本体工事について
は、1階から順次高層階へと工事を進めていき、今年度発注する附帯施設棟等の
工事と合わせ、年度末までに工事全体を完了させる。また、オフィス環境整備
業務で内部レイアウト、備品整備、移転準備を並行して進める。

2
現３庁舎の利活用に
ついて、それぞれ方
針を決定する。

・平成22年度末に策定した「新庁舎の建設に伴う現庁舎の利活用についての方
針」を踏まえ、「現庁舎利活用推進本部」において方針を決定する。（６月に
議会へ説明予定）
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後期実施計画の実施項目進捗管理票

取組の目的(ねらい）・必要性
・施設の在り方や必要性を検証し、市にとって最も望ましい施設の保
有・維持管理を図る。

１１１１．「．「．「．「財政財政財政財政のののの健全化健全化健全化健全化」」」」にににに向向向向けてけてけてけて

主管課 企画財政課

№ 実施項目 取組内容

5-25-25-25-2
公共施設公共施設公共施設公共施設・・・・市有財産市有財産市有財産市有財産のののの有効活有効活有効活有効活
用用用用

公共施設の統廃合、機能の見直し等の検討

取組内容の概要
・市の施設全般についてコストをかけずに合理的な運営・維持管理し
ていくために取り組むべき課題の整理と解決を図るため、統廃合や機
能の見直しについて部門横断的な検討を行う。

年次計画（達成目標）

取組項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

統廃合・機能見直しの実施

施設所管課との協議、当該施設
に係る統廃合の方針策定

-

実施により得られる
他の効果

・保有施設について合理化が図られ、また、施設間での利用者負担の均衡がとられる。

　財政的効果
見込み額（百万円） - - -

平

活動内容
実施計画
実施状況

市営駐車場の在り方
について、関係課と協

・利用状況を踏まえた運営の在り方の検討。
・市内の使用料の検証。

2

勤労者福祉サービス
センターの在り方につ
いて、関係課と協議、
検討
（商工振興課）

・国庫補助金廃止に伴う事業費等の見直し（人件費の抑制等）などを踏まえた在り方の
検討。

3

公園の在り方につい
て、関係課と協議、検
討
（都市計画課）

・公園の維持管理について検討。

平
成
2
4
年
度
実
施
状
況

1
について、関係課と協
議、検討
（生活環境課）

・市内の使用料の検証。
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後期実施計画の実施項目進捗管理票

新庁舎移設により総合窓口の設
置及びフロアーマネージャーの
配置

窓口サービスにおける市民満足
度調査を実施

総合窓口及び支所機能の業務
に合わせたシステムの開発

ワンストップサービスの手法につ
いて調査・研究

年次計画（達成目標）

取組項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

取組の目的(ねらい）・必要性
・窓口での手続き、移動に掛かる時間を短縮することによる市民サー
ビスの利便性向上と、手続きの支援によって事務の煩雑さを軽減し、
サービスの向上を図る。

２２２２．「．「．「．「行政行政行政行政サービスのサービスのサービスのサービスの向上向上向上向上」」」」にににに向向向向けてけてけてけて

主管課 総務課

№ 実施項目 取組内容

6-16-16-16-1
窓口手続窓口手続窓口手続窓口手続きききき等等等等にににに関関関関するするするする利便性利便性利便性利便性
のののの向上向上向上向上

顧客起点の行政サービスの徹底
（新庁舎での総合窓口、ワンストップサービス等）

取組内容の概要

・新庁舎建設に伴い、窓口相談を各種証明書の発行業務を行う窓口
と、時間を必要とする各種届出業務や相談業務を行う窓口の２種類に
整理したうえで総合窓口として集約し、フロアーマネージャーによる
庁舎の案内、窓口への誘導、書類の記入支援を行う。

実施により得られる
他の効果

・市民目線でのサービス提供に関する職員の意識の向上。

平
成
2
4
年
度
実
施
状
況

活動内容
実施計画
実施状況

1
総合窓口及び支所機
能に見合うシステムの
開発

・総合窓口及び支所機能に見合うシステムの開発を行う。

2
ワンストップサービス
の手法の方針決定

・ワンストップサービスの手法について方針決定し、準備を進める。（６月議
会へ報告）

　財政的効果
見込み額（百万円） - - - -

度調査を実施
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後期実施計画の実施項目進捗管理票

取組の目的(ねらい）・必要性
・収納方法の多様化による納税者の利便性の向上、及び収納率向上に
より自主財源の確保を図る。

２２２２．「．「．「．「行政行政行政行政サービスのサービスのサービスのサービスの向上向上向上向上」」」」にににに向向向向けてけてけてけて

主管課 収納課

№ 実施項目 取組内容

6-26-26-26-2
窓口手続窓口手続窓口手続窓口手続きききき等等等等にににに関関関関するするするする利便性利便性利便性利便性
のののの向上向上向上向上

コンビニ収納の実現

取組内容の概要

・市税４税（市県民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税）
及び２料（介護保険料、後期高齢者保険料）のコンビニ収納実現に向
け、24年度は納期が年１回の軽自動車税から実施し、コンビニ利用率
等の費用対効果を検証する。
・25年度は他の３税２料の導入を進める。

年次計画（達成目標）

取組項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

3税2料実施に向けた準備
（スケジュール調整・納付書等の
様式作成）

軽自動車税の納期内納入率及
び収納率等の費用対効果の検
証

納期内納入率
　
　　　　督促状納入率

費用対効果の検証

準備 実施

　財政的効果
見込み額（百万円） - - - -

実施により得られる
他の効果

・納入窓口拡大による納期内納入及び収納率の向上が図られる。

平
成
2
4
年
度
実
施
状
況

活動内容
実施計画
実施状況

1
軽自動車税コンビニ
収納の費用対効果を
検証

・実施後の収納率及び督促費用等コストの比較。

2
3税2料の25年度実施
に向けた準備

・主管課とスケジュールの確認及び納付書等の様式を作成。
・コンビニ払込票の読取テスト等、実施に向けた環境の整備。
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後期実施計画の実施項目進捗管理票

実施計画

-

実施により得られる
他の効果

・市民にとってはより近い所での各種証明書が取得できる利便性のほか、市として窓口の混雑の緩和による待ち
時間の短縮が期待できる。

　財政的効果
見込み額（百万円） - - -

住民票等の請求・引き渡し業務
の拡大

燕東・島上・米納津郵
便局で実施

吉田・分水郵便局で
実施

アンケート調査の実施

年次計画（達成目標）

取組項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

取組の目的(ねらい）・必要性
・市民が市役所まで来なくとも、地元に密着した郵便局で証明書の取
得ができることになり、市民の利便性向上につながる。

２２２２．「．「．「．「行政行政行政行政サービスのサービスのサービスのサービスの向上向上向上向上」」」」にににに向向向向けてけてけてけて

主管課 市民課

№ 実施項目 取組内容

6-36-36-36-3
窓口手続窓口手続窓口手続窓口手続きききき等等等等にににに関関関関するするするする利便性利便性利便性利便性
のののの向上向上向上向上

住民票等の交付取扱い郵便局の拡大

取組内容の概要
・新庁舎完成後の地理的要件などを考えながら、住民票の写しなどの
諸証明を取得できる郵便局の取扱い局の拡大を図る。

平
成
2
4
年
度
実
施
状
況

活動内容
実施計画
実施状況

1
市内郵便局での業務
実施

・小池・小中川・神田町・国上・燕南・燕郵便局のほか、Ｈ24.6.1から燕東・島上・米
納津郵便局で業務を実施。年間申請件数1,300件を見込む。

・利用者利便性と効率性等アンケートを実施し、市民への満足度を高めるため次年度の
実施計画の策定に反映させる。

3 郵便局との協議

・アンケートの結果を踏まえ、地理的要件等考慮しながら実施する郵便局の選定につい
て郵便事業㈱信越支社と協議を行い決定する。

2 アンケートの実施
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後期実施計画の実施項目進捗管理票

取組の目的(ねらい）・必要性
・民間事業者の専門的なノウハウを活かした省エネ化の推進による環
境負荷の低減及び施設の維持管理費の削減を図る。

２２２２．「．「．「．「行政行政行政行政サービスのサービスのサービスのサービスの向上向上向上向上」」」」にににに向向向向けてけてけてけて

主管課 生活環境課

№ 実施項目 取組内容

7-17-17-17-1 民間活力民間活力民間活力民間活力のののの積極的積極的積極的積極的なななな導入導入導入導入 公共施設におけるESCO事業の導入

取組内容の概要

・公共施設の省エネルギー化による経費の削減を図る。
（※ESCO事業では、契約事業者が公共施設の省エネ改修に係る総合的
な管理運営を行い、改修に要する経費はすべてその改修による一定期
間の経費削減分で償還され、市は初期投資なしで省エネ化を図ること
ができる。）

年次計画（達成目標）

取組項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

燕市総合文化センターESCO
サービス開始

燕市総合文化センターESCO契
約及び省エネルギー改修

　財政的効果
見込み額（百万円） - 1 1 -

燕市総合文化センターにおける
ESCO事業の検証及び改善

実施により得られる
他の効果

・省エネルギー化の促進により、二酸化炭素排出量の削減が図られる。

平
成
2
4
年
度
実
施
状
況

活動内容
実施計画
実施状況

1 ESCO契約の締結

・ESCO事業者がNEDOからの補助金採択を受けたのち、省エネルギー改修に向け
た契約を結ぶ。

2 省エネルギー改修

・ESCO契約の内容を保証すべく、省エネルギー化を図るため、ESCO事業者によ
る設備改修を行う。

3
他施設における
ESCO事業の検証

・他施設においてもESCO事業の可能性について、施設の運営年数やエネルギー
消費量等をもとに検証する。
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後期実施計画の実施項目進捗管理票

実施により得られる
他の効果

・市が直接提供しているサービスについて検証することで、行政本来の役割、サービス提供の趣旨が
再認識され、より利用者（市民）目線での合理的なサービス提供が可能になる。

　財政的効果
見込み額（百万円） 1 - 9 21

取組項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

（仮称）燕市西部学校給食セン
ターの業務の委託化等の検討

指定管理者制度導入及び民営
化等に向けた検討

取組の目的(ねらい）・必要性

・公の施設の管理主体の範囲を民間事業者へ広げることで、市民サー
ビスの質的向上と行政コスト縮減を図る。
・民間事業者の専門的知識やノウハウを活かした事務事業の効率化や
サービスの質の向上を図り、あわせて施設の維持管理費の削減を図
る。

２２２２．「．「．「．「行政行政行政行政サービスのサービスのサービスのサービスの向上向上向上向上」」」」にににに向向向向けてけてけてけて

主管課 企画財政課・学校教育課

№ 実施項目 取組内容

7-27-27-27-2 民間活力民間活力民間活力民間活力のののの積極的積極的積極的積極的なななな導入導入導入導入 指定管理者制度の導入・業務の民営化等の検討

取組内容の概要

・公の施設の管理形態を見直し、指定管理者制度が有効な施設につい
て、可能な施設から積極的に制度を活用する。
・委託化、民営化が可能な業務について洗い出しを行い、実施に向け
て検討を進める。

年次計画（達成目標）

業務の委託化の具体的検討 業務の委託化

設計・入札実施・建設工事

他の効果 再認識され、より利用者（市民）目線での合理的なサービス提供が可能になる。

2
委託化、民営化が可
能な業務の検討
（総務課）

・窓口業務（証明書の発行など）について、人材派遣受け入れの検討、試行を行う。

平
成
2
4
年
度
実
施
状
況

活動内容
実施計画
実施状況

1
指定管理者制度導入
に向けた検証

・施設所管課による管理の在り方について検証を行い、可能な施設から制度導入を図
る。
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後期実施計画の実施項目進捗管理票

取組の目的(ねらい）・必要性
・市役所全体の業務改善に向けて、情報を共有できる仕組みや身近な
問題解決の積み重ねによって行政改革に向けた意識向上を図る。

３３３３．「．「．「．「組織風土組織風土組織風土組織風土のののの改革改革改革改革」」」」にににに向向向向けてけてけてけて

主管課 企画財政課

№ 実施項目 取組内容

8-18-18-18-1
職員職員職員職員のののの意識改革意識改革意識改革意識改革とととと政策集団政策集団政策集団政策集団
へのへのへのへの変革変革変革変革

業務改善の提案、実践の促進

取組内容の概要
・行政改革につながるテーマをあらかじめ設定し、各部・局ごとの改
善提案、実践を促し全庁的に紹介する。

年次計画（達成目標）

取組項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

提案、実践の取りまとめ、全庁へ
の紹介

提案、実践の募集

実施により得られる
他の効果

・自発的な取り組みの促進、取り組みに光を当てる後押しによって組織風土の改革が進められる。
・業務改善に向けた提案作業を通じて、業務遂行における課題が検証される。

　財政的効果
見込み額（百万円） - - - -

活動内容
実施計画
実施状況

・自発的・全庁的な取り組みとして着実に実施に結び付けるため、他の自治体や民間の
取り組み例を参考に仕組みを構築する。

平
成
2
4
年
度
実
施
状
況

1
提案、実践の仕組み
の検討

取り組み例を参考に仕組みを構築する。
・継続的な取り組みとするため、互いに認め合う仕組みや向上心を高める仕組みを検討
する。

2
改善の提案、実践の
募集（試行実施）

・募集にあたってはネーミングなどを工夫し、堅苦しくない、応募しやすい仕組みとす
る。（新庁舎移行を契機に本格実施を目指す）
・後期実施計画推進項目の３本柱である「財政の健全化」、「行政サービスの向上」、
「組織風土の改革」に関連する、より身近な取り組みで改善が期待できるものを念頭に
洗い出し、「重点項目」や取り組み例を提示する。
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後期実施計画の実施項目進捗管理票

専門研修、階層別研修への職員
派遣及び庁内研修の実施
（派遣先：県自治会館研修、県自治
研修所研修市町村アカデミー、自治
大学校）

市役所長善館の開催

職場研修（OJT）の実施

民間企業派遣研修

年次計画（達成目標）

取組項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

取組の目的(ねらい）・必要性
・職場研修における実践での接遇スキルを習得し、特に民間企業の業
務への従事によって、市役所外部の視点を取り入れ、幅広い見識を養
う。

３３３３．「．「．「．「組織風土組織風土組織風土組織風土のののの改革改革改革改革」」」」にににに向向向向けてけてけてけて

主管課 総務課

№ 実施項目 取組内容

8-28-28-28-2
職員職員職員職員のののの意識改革意識改革意識改革意識改革とととと政策集団政策集団政策集団政策集団
へのへのへのへの変革変革変革変革

職員研修の実施

取組内容の概要
・職場研修や研修所研修への派遣、講師を招いての研修会、民間企業
派遣研修などを通じて職員のスキルの向上を図る。

第１期

3 庁内研修

・講師を依頼し、コーチング研修、セクハラ・パワハラ研修などを実施する。

-

4 民間企業派遣研修

・燕三条ワシントンホテル等の民間企業へ職員を派遣する。

平
成
2
4
年
度
実
施
状
況

活動内容
実施計画
実施状況

1
職場研修（OJT）の実
施

・日常業務における報告・連絡・相談の機会をとらえ、部下の指導を行う。

2
専門研修、階層別研
修への職員派遣

・県自治会館研修、県自治研修所研修、市町村アカデミー、自治大学校へ職員を派遣す
る。

実施により得られる
他の効果

・行政サービス提供における職員対応の質の向上。

　財政的効果
見込み額（百万円） - - -
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後期実施計画の実施項目進捗管理票

平
成
2
4

活動内容
実施計画
実施状況

1 人事評価の実施

・人事評価制度に則した、能力評価や業績評価を実施する。

-

実施により得られる
他の効果

・職員の市政に対する貢献度や業務の満足度を向上させ、より良い市民サービスの提供につながる。

　財政的効果
見込み額（百万円） - - -

人事評価の実施

期首・中間・期末面談の実施

年次計画（達成目標）

取組項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

取組の目的(ねらい）・必要性
・人材育成に主眼を置いた人事評価制度を構築することで、職員の自
発的な取組を促し、組織全体の底上げを図る。

３３３３．「．「．「．「組織風土組織風土組織風土組織風土のののの改革改革改革改革」」」」にににに向向向向けてけてけてけて

主管課 総務課

№ 実施項目 取組内容

8-38-38-38-3
職員職員職員職員のののの意識改革意識改革意識改革意識改革とととと政策集団政策集団政策集団政策集団
へのへのへのへの変革変革変革変革

人材育成に主眼を置いた人事評価の実施

取組内容の概要
・人材育成を目的に、職場研修（OJT)や面談の手法を取り入れた人事
評価制度を実施することにより職員の育成を行う。

4
年
度
実
施
状
況

1 人事評価の実施

・新任監督職及び未受講の管理職・監督職を対象に外部講師によるコーチング研修を実
施する。

2
コーチング研修の実
施
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後期実施計画の実施項目進捗管理票

進捗状況の管理・フォローアップ

行政評価の手法を活用した当初
予算要求・査定の実施

部・局長の目標設定・公表

部・局長の目標を踏まえた、各所
属の目標の設定

年次計画（達成目標）

取組項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

取組の目的(ねらい）・必要性
・市民に市政に対する興味・理解を深めてもらうとともに、組織内部
での見える化を図り、情報を共有する。
・行政運営の透明性、説明責任について職員の意識を高める。

３３３３．「．「．「．「組織風土組織風土組織風土組織風土のののの改革改革改革改革」」」」にににに向向向向けてけてけてけて

主管課 企画財政課

№ 実施項目 取組内容

9999 透明性透明性透明性透明性のののの高高高高いいいい行政運営行政運営行政運営行政運営 各部局の取組目標の設定、公表

取組内容の概要

・部、局長が当該年度に重点的に取り組む施策について目標を設定
し、公表する。
・予算編成において、事業実績効果及び担当課検証意見等を取り入れ
た「当初予算事業シート」により行政評価の手法を活用した当初予算
要求及び査定を実施する。

2
予算事業シートを活
用した各所属の目標
設定

・重点目標の目標値に関連する事業について適切な進行管理を行うために、より実効性
のある予算事業シートの構成を検討。

3
総合計画後期基本計
画の進捗管理

・着実な事業実施により重点目標の達成、さらには総合計画指標値の達成を図るため、
事業実績効果等の数値化を促し、査定等を通じて検証する。

実施により得られる
他の効果

・取り組むべき課題と目標を明確にし、市民への説明責任の履行と総合計画達成指標の着実な推進を
図る。
・各部・局の所掌する事業について事業の目的や効果の明確化が促される。

平
成
2
4
年
度
実
施
状
況

活動内容
実施計画
実施状況

1
部・局長の目標設定、
庁内協議

・今年度の重点目標を設定し、庁内協議を経て５月末を目途にホームページで公表。
・重点目標の策定にあたり、総合計画後期基本計画の達成指標を踏まえた目標値の設定
を検討。

　財政的効果
見込み額（百万円） - - - -

予算要求・査定の実施
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後期実施計画の実施項目進捗管理票

-

平
成

活動内容
実施計画
実施状況

実施により得られる
他の効果

・他の自治体の良いところを積極的に取り入れ、また、燕市の良いところを認識し、重点化を図るこ
とで組織の強化につながる。

　財政的効果
見込み額（百万円） - - -

連携先自治体との具体的連携事
業の協議・検討
（プラットホーム会議の定期開
催）

連携事業等の実施

年次計画（達成目標）

取組項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

取組の目的(ねらい）・必要性
・他の自治体と連携して、時には切磋琢磨によって事務事業を進行す
ることで、組織の活性化や行政運営の効率化を図る。

３３３３．「．「．「．「組織風土組織風土組織風土組織風土のののの改革改革改革改革」」」」にににに向向向向けてけてけてけて

主管課 企画財政課

№ 実施項目 取組内容

10101010
他他他他のののの自治体自治体自治体自治体とのとのとのとの連携連携連携連携によるによるによるによる相相相相
互成長互成長互成長互成長・・・・発展発展発展発展

県内外の自治体との連携

取組内容の概要
・各自治体の農産物、特産品を通じた交流や防災に関する連携をはじ
めとした各行政部門の連携体制を構築し、相互の成長・発展を目指
す。

成
2
4
年
度
実
施

状
況 1

新発田市、南魚沼
市、山形県南陽市と
の連携事業の検討

・企画部門と所管課を通じて協議を進め、防災協定の締結や農産物・特産品の共同販売
を介した交流など今年度における具体的な連携事業を実施に向け、所管間同士協議・調
整を進める。
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